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わたしのまちの決算通知表
問財政課（☎231-1160）

平成26年度一般会計決算
歳入
1,233億9,516万円
歳出
1,201億8,739万円
差引
32億777万円

平
成
26
年
度
の
総
合
所
見

　
平
成
26
年
度
は
、
合
併
後
の
ま
ち
づ
く
り

が
最
終
段
階
を
迎
え
、「
元
気・飛
躍
！
下
関
」

を
キ
ー
ワ
ー
ド
に
、
本
市
総
合
計
画
の
後
期

基
本
計
画
に
基
づ
き
、
下
関
市
の
元
気
ア
ッ

プ
の
た
め
の
予
算
を
着
実
に
実
行
し
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
決
算
額（
形

式
収
支
）は
32
億
７
７
７
万
円
で
し
た
。
こ

の
う
ち
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
は
５

億
４
０
１
３
万
円
で
、
形
式
収
支
か
ら
翌
年

度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い
た
実

質
収
支
は
26
億
６
７
６
４
万
円
の
黒
字
と
な

り
ま
し
た
。
地
方
公
共
団
体
の
一
般
財
源
の

標
準
規
模
に
対
す
る
実
質
収
支
額
の
割
合

（
実
質
収
支
比
率
）は
３
・
９
㌫
で
あ
り
、
こ

れ
は
、
お
お
む
ね
望
ま
し
い
と
さ
れ
る
３
～

５
㌫
の
範
囲
内
に
納
ま
っ
て
い
ま
す
。

　
実
際
の
決
算
額
を
平
成
27
年
３
月
31
日
現
在
の
住
民
基
本

台
帳
人
口（
27
万
３
７
３
６
人
）で
除
し
た
も
の
で
す
。
住
民

一
人
あ
た
り
の
収
支
と
し
て
も
見
る
こ
と
が
で
き
ま
す
し
、

ひ
と
月
あ
た
り
の
収
支
と
し
て
も
イ
メ
ー
ジ
で
き
ま
す
。

平
成
26
年
度
の
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
を

家
計
に
例
え
て
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

収入
名　　称 H25年度 H26年度 割　合

給料（基本給）（市税） 12万２千円 12万４千円 28%
給料（諸手当）
（各種交付金・地方交付税） 12万円 12万２千円 27%

パート収入（分担金・負担金・
使用料・手数料） 1万９千円 1万９千円 4%

親からの援助（国県支出金） 9万３千円 9万２千円 20%
ローンの借入（市債） 7万６千円 4万８千円 11%
預金引出（繰入金） 6千円 1万３千円 3%
不動産収入・利子
（財産収入・諸収入など） 2万円 1万９千円 4%

前月の残り（繰越金） 1万３千円 1万３千円 3%
合　　計 46万９千円 45万円 100%

支出
名　　称 H25年度 H26年度 割　合

食費・教育費・公共料金・
生活用品費など
（人件費・物件費）

12万1千円 12万5千円 29%

医療費（扶助費） 9万4千円 9万8千円 22%
ローン返済（公債費） 4万8千円 5万円 11%
子への仕送り（繰出金） 5万円 5万4千円 12%
交際費など（補助費等） 4万4千円 4万5千円 10%
家の修繕・改築など
（投資的経費） 8万7千円 6万3千円 15%

預金（積立金） 1万1千円 4千円 1%
合　　計 45万5千円 43万9千円 100%

下関市の借金
名　　称 H25年度 H26年度

借入金現債高 1,299億7,986万1千円 1,311億3,753万4千円
住民一人当たりに換算 47万円 47万9千円

下関市の預金
名　　称 H25年度 H26年度

預金残高（基金残高） 245億6,911万3千円 233億4,675万5千円
住民一人当たりに換算 8万9千円 8万5千円

★	給料（基本給）が増えた理由は、法人市民税が
増えたことが大きな要因です。

★	給料（諸手当）が増えた理由は、地方消費税交
付金が増えたことが大きな要因です。

★	ローンの借入が減った理由は、市役所本庁舎、消
防庁舎の整備、下関駅周辺の整備、勝山公民館
改築などが終了したことが要因です。

★	預金引出が増えた理由は、地域の元気基金を
取り崩したことが要因です。

★	医療費（扶助費）が増えた理由は、社会保障関
係費が増えたことが大きな要因です。これは、
年々増加傾向にあります。

★	家の修繕・改築など（投資的経費）が減った理由は、
市役所庁舎、消防庁舎の整備、下関駅周辺の整備、
勝山公民館改築などが終了したためです。

★	預金（積立金）が減った理由は、平成25年度に
親からの援助のお金（地域活性化・雇用創出臨
時交付金）を積み立てたためです。

市税
338.6億円

地方交付税・
各種交付金
334.2億円

国・県
支出金
252.5億円

使用料・
手数料
35.8億円

市債
132.7億円

その他収入
104.3億円

繰入金
35.8億円

歳入

総務費
120.6億円

民生費
435.0億円

衛生費
113.1億円

商工費
51.4億円

労働費 3.3億円

農林水産業費
34.0億円

土木費
137.4億円

消防費
43.2億円

災害復旧費
1.7億円

公債費
136.8億円

議会費 6.1億円

教育費
119.2億円

歳出
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頑
張
っ
て

取
り
組
み

ま
し
た

ま
ち
づ
く
り

　
ま
ち
づ
く
り
集
会
を
開
催
し
て
意

見
を
聴
取
し
、
条
例
整
備
な
ど
を
行

い
ま
し
た
。
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
配
布
、

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
な
ど
を
通
じ
て
、

住
民
自
治
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推

進
に
取
り
組

み
ま
し
た
。

観
光

　
観
光
客
数
１
０
０
０
万
人
、
宿
泊

客
数
100
万
人
を
目
指
し
、
下
関
市
民

の
観
光
に
対
す
る
ホ
ス
ピ
タ
リ
テ
ィ

（
お
も
て
な
し
）向
上
の
た
め
、観
光
ガ
イ

ド
ブ
ッ
ク
の
全
戸
配
布
を
行
い
ま
し
た
。

　
本
市
の
観
光
の
魅
力
を
広
く
Ｐ
Ｒ

す
る
た
め
に
最
新
の
観
光
情
報
を
紹

介
す
る
Ｄ
Ｖ
Ｄ
を
製
作
し
ま
し
た
。

防
災

　
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
な
ど
に
よ

る
津
波
の
影
響
を
視
野
に
、
津
波
浸

水
想
定
区
域
、
避
難
所
、
避
難
時
の

心
得
な
ど
を
記
載
し
た
ハ
ザ
ー
ド
マ

ッ
プ
を
作
成
し
ま
し
た
。

保
健
、
医
療
、
福
祉

　
青
年
・
壮
年
期
か
ら
の
生
活
習
慣

病
の
早
期
発
見
・
早
期
治
療
を
図
る

た
め
、各
種
健
康
診
査
や
健
康
相
談・

教
育
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
普
及

啓
発
に
努
め
ま
し
た
。

　
「
こ
ど
も
未
来
部
」の
創
設
に
当
た

り
、
子
育
て
関
係
の
相
談
を
受
け
、

各
種
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
手
続
き
の
案

内
を
行
う
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ（
総
合
世

話
係
）を
配
置
し
ま
し
た
。

産
業
振
興

　
本
市
の
持
つ
強
み
や
、
経
済
・
社

会
情
勢
を
反
映
し
た「
企
業
誘
致
ア
ク

シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
」を
策
定
し
、
戦
略
的

な
企
業
誘
致

活
動
を
展
開

し
ま
し
た
。

　
子
育
て
女

性
等
の
就
業

に
向
け
た
支

援
を
行
い
、

再
就
職
準
備

セ
ミ
ナ
ー
な

ど
を
行
い
ま

し
た
。

教
育

　
教
職
員
の
資
質
・
能
力
向
上
に
不

可
欠
な
研
修
業
務
を
合
理
的
か
つ
集

中
的
に
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
施
設

「
教
育
セ
ン
タ
ー
」を
平
成
28
年
３
月

の
供
用
開
始
に

向
け
、
整
備
を

行
っ
て
い
ま
す
。

　
学
校
給
食
の

ア
レ
ル
ギ
ー
対

策
を
強
化
す
る

た
め
、
給
食
の

献
立
作
成
を
支

援
す
る
ソ
フ
ト

を
導
入
し
ま
し
た
。

　
平
成
26
年
度
は
、
平
成
27
年
２
月

13
日
に
合
併
10
周
年
を
迎
え
ま
し
た
。

合
併
の
意
義
を
確
認
し
、
節
目
を
迎

え
る
こ
と
が
で
き
た
喜
び
を
市
民
と

共
有
す
る
と
と
も
に
、
未
来
に
向
け

て
一
層
の
躍
進
を
図
っ
て
い
く
た
め
、

合
併
10
周
年
記
念
式
典
や
下
関
市
ご

当
地
ナ
ン
バ
ー
プ
レ
ー
ト
の
作
製
を

行
い
ま
し
た
。

一
年
間
の

主
な
活
動

▼ハザードマップ（災害予測図）

▼

ご当地
　ナンバープレート

子ども・子育て
コンシェルジュ

まちづくり集会の様子

子育て女性等の再就職準備セミナー

下関市合併10周年記念式典

▼

教
育
セ
ン
タ
ー

　（
イ
メ
ー
ジ
図
）

▼

下
関
観
光
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク

▼

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
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特
別
会
計
と
企
業
会
計

　
市
の
会
計
に
は
、
福
祉
や
教
育
、
都
市
整

備
や
産
業
の
振
興
な
ど
に
皆
さ
ん
が
納
め
る

市
税
な
ど
が
使
わ
れ
る「
一
般
会
計
」の
他
に
、

特
定
の
事
業
を
行
う
場
合
の「
特
別
会
計
」、

地
方
公
営
企
業
法
を
適
用
し
、
そ
の
事
業
の

収
入
で
支
出
を
賄
う
独
立
採
算
で
事
業
を
行

う「
企
業
会
計
」が
あ
り
ま
す
。

　
下
関
市
の
健
全
化
判
断
比
率
は
、

財
政
悪
化
の
目
安
と
さ
れ
る
早
期
健

全
化
基
準
を
大
幅
に
下
回
っ
て
お
り
、

特
に
問
題
は
な
い
と
い
え
ま
す
。

　
資
金
不
足
比
率
は
、
臨
海
土
地
造

成
事
業
特
別
会
計
に
お
い
て
資
金
不

足
が
発
生
し
て
お
り
、
平
成
22
年
度

よ
り
引
き
続
き
経
営
健
全
化
基
準
を

上
回
っ
て
い
ま
す
。
平
成
23
年
度
に

経
営
健
全
化
計
画
を
策
定
し
、
平
成

26
年
度
は
、
あ
る
か
ぽ
ー
と
の
造
成

地
に
つ
い
て
、
飲
食
店
を
誘
致
す
る

た
め
の
民
間
事
業
者
を
決
定
し
、
貸

し
付
け
を
行
い
、
当
該
計
画
に
お
け

る
目
標
数
値
を
達
成
す
る
こ
と
が
で

き
ま
し
た
。

　
平
成
27
年
３
月
に
長
州
出
島
の
造

成
事
業
を
行
う
た
め
経
営
健
全
化
計

画
の
変
更
を
行
い
、
資
金
不
足
解
消

に
向
け
て
、
経
営
改
善
に
継
続
的
に

取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

下
関
市
の
健
全
化
判
断
比
率

特別会計
（単位：万円）

会　計 歳　入 歳　出
港湾 578,819 618,477
臨海土地造成事業 29,212 336,337
渡船 14,727 13,868
市場 107,497 85,822
国民健康保険 3,634,706 3,509,521
土地取得 33,991 31,556
観光施設事業 15,720 14,828
漁業集落環境整備事業 1,161 930
介護保険
（介護保険事業勘定） 2,601,493 2,563,249

介護保険
（介護サービス事業勘定） 10,478 8,827

農業集落排水事業 38,324 37,747
母子寡婦福祉資金貸付事業 9,274 993
後期高齢者医療 443,970 430,369
市立市民病院債管理 155,635 155,635
公債管理 1,766,206 1,766,206
特別会計合計 7,675,007 7,808,159
※公債管理は、他の会計と重複するため、合計に含んでいません

平成26年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率について
（単位：％）

平成25年度 平成26年度 早期健全化基準

財政健全化法に
基づく指標

実質赤字比率 −4.1	 −3.4 （11.25）
連結実質赤字比率 −16.8	 −16.8 （16.25）
実質公債費比率 11.5	 10.8 （25.0）
将来負担比率 97.5	 98.0 （350.0）

平成25年度 平成26年度 経営健全化基準

資金不足比率 臨海土地造成事業
特別会計 55.8	 51.5 （20.0）

※資金不足を生じた会計は臨海土地造成事業特別会計のみ

実質赤字比率
　一般会計等を対象とした実質赤字額の
標準財政規模（市の標準的な一般財源の
額）に対する比率です。下関市では黒字
となっています。
連結実質赤字比率
　全会計を対象とした実質赤字額の標準
財政規模に対する比率です。下関市では
黒字となっています。
実質公債費比率
　一般会計等が負担する元利償還金等の
標準財政規模に対する比率です。下関市
では早期健全化基準を大幅に下回る
10.8㌫となっています。
　次世代へ過大な負担を先送りしないよ

う、今後も事業の適切な取捨選択、地方
債発行額の抑制を通じ、公債費負担の軽
減に努めます。
将来負担比率
　一般会計等が将来負担すべき実質的な
負債（借入金残高、債務負担や退職金な
ど）の標準財政規模に対する比率です。
下関市では、早期健全化基準を大幅に下
回る98.0㌫となっています。今後も引
き続き、収支状況だけでなく、将来負担
の軽減に注視した財政運営に努めます。
資金不足比率
　各公営企業会計の営業収益などから算
出した事業規模に占める資金不足額の比
率です。

●解説
　健全化判断比率はいずれも財政悪化の目安とされる早期健全化基準
を下回っています。
　臨海土地造成事業特別会計で、経営健全化基準を越える資金不足が
生じていますので、平成23年度に策定し、平成27年３月に変更した経
営健全化計画に沿って経営改善に取り組んでいます。

企業会計
（単位：万円）

会　計 歳　入 歳　出

水道事業 収益的収支 717,695 734,685
資本的収支 78,745 352,322

工業用水道
事業

収益的収支 40,290 30,797
資本的収支 0 3,595

公共下水道
事業

収益的収支 826,140 754,668
資本的収支 361,004 696,506

病院事業 収益的収支 134,709 166,730
資本的収支 18,194 33,573

競艇事業 収益的収支 2,927,399 2,905,590
資本的収支 0 10,297

企業会計合計 5,104,176 5,688,763

■収益的収支…営業による収入と、その
営業に必要な人件費や維持管理費などの
支出の収支
■資本的収支…建設工事を行う際の収入
（国・県補助金など）と、新たに水道管を
敷設するなどの工事費などの支出の収支
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